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令和５年度宇部市健全化判断比率及び資金不足比率審査意見について 

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び第２２条第１項の 

規定により審査に付された令和５年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比

率並びにこれらの算定の基礎となる事項を記載した書類を審査したので、次のとおり

意見を提出します。 
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（注）１ 比率及びその算出過程における数値の処理方法は、個別の総務省の定めによる。また、
文中及び各表中の金額は、原則として千円単位で表示し、単位未満は四捨五入した。 
したがって、合計額と内訳が一致しない場合がある。 

２ 文中に用いる「ポイント」とは、パーセンテージ間又は指数間の差引数値である。 
３ 文中及び各表中の符号の用法は、次のとおりである。 

     「－」 ……… 該当数値がない又は算出不能のもの 
     「△」 ……… 負数又は減数  
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Ⅰ 健全化判断比率審査意見 

 

第１ 審査の対象 

   令和５年度決算に基づく実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将

来負担比率（以下「健全化判断比率」という。）並びにその算定の基礎となる事項を記

載した書類 

 

第２ 審査の期間 

令和６年８月１日から同年８月１９日まで 

 

第３ 審査の着眼点 

   健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類が法令に適合し、か

つ、正確であるか。 

 

第４ 審査の方法 

審査に当たっては、宇部市監査基準に準拠し、法令等に照らし、健全化判断比率の

算出過程に誤りがないか、算定の基礎となる事項を記載した書類が適正に作成されて

いるかに主眼を置き、関係部局から説明を求めるとともに、参考書類と照合精査して

審査した。 

 

第５ 審査の結果 

審査に付された健全化判断比率については、いずれも正確に算定され、その算定の

基礎となる事項を記載した書類は、適正に作成されているものと認められた。 

令和５年度の健全化判断比率の状況は、次のとおりである。 

  （単位：％） 

区  分 
健全化判断比率 

早期健全化基準 財政再生基準 
令和５年度 令和４年度 

実 質 赤 字 比 率 － － 11.53 20.00  

連結実質赤字比率 － － 16.53  30.00  

実質公債費比率 2.5 2.6 25.0  35.0   

将 来 負 担 比 率 34.8 26.5 350.0   

※ 各比率の「－」は実質赤字額、連結実質赤字額がないことを表す。 

  

    なお、最近５か年の実質公債費比率及び将来負担比率の推移は、次のとおりである。 
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第６ 審 査 意 見 

令和５年度決算に基づく健全化判断比率について、実質赤字比率及び連結実質赤字

比率は、ともに黒字で赤字額はない。 

また、実質公債費比率は前年度に比べ 0.1 ポイント改善し、将来負担比率は 8.3 ポ

イント悪化しているものの、いずれも国の示す早期健全化基準を下回っており、健全

な状態にあると認められる。 
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第７ 審査の概要 

 １ 実質赤字比率 

   一般会計等の実質赤字比率の算出過程を式で示すと、次のとおりである。 

 

（単位：千円） 

 

 

              （ 76,229,007 － 78,622,147 ） ＋ 593,333 

                      37,513,202 

 

※ 一 般 会 計 等 ： 一般会計及び特別会計のうち、事業の実施に伴う収入をもって当該事業に

要する費用を賄うべき事業に係る特別会計及び地方公営企業法を適用する

特別会計並びに地方財政法施行令第 46 条に規定される特別会計のいずれに

も属さない特別会計の総称である。 

なお、宇部市では一般会計（令和４年度は一般会計及び公共用地造成事業

特別会計）が該当する。 

※ 標準財政規模 ： 市税や普通交付税のように使途が特定されておらず、毎年度経常的に収入

される財源を理論的に算定したもの 

 

 

 ＜実質赤字比率の算出基礎＞ 

（単位：千円、％、ポイント） 

区    分 令和５年度 令和４年度 増  減 増減率 

歳 入 総 額 78,622,147 75,675,426 2,946,721 3.9 

歳 出 総 額 76,229,007 73,013,126 3,215,881 4.4 

翌年度へ繰り越すべき財源 593,333 718,450 △125,117 △17.4 

実 質 収 支 額 1,799,807 1,943,850 △144,043 △7.4 

標 準 財 政 規 模 37,513,202 37,081,244 431,958 1.2 

実際に算出される数値 △4.79 △5.24 0.45 － 

 

   実質赤字比率は、一般会計等を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する程度を

指標化したもので、令和５年度一般会計等の翌年度へ繰り越すべき財源を差し引いた

実質収支額は 1,799,807 千円の黒字であり、実質赤字は生じず、比率の表示は「－」

となる。 

   なお、上記の算式による標準財政規模に対する数値は△4.79％となり、前年度に比

べ 0.45ポイント悪化している。

一般会計等(※)の実質赤字額 

実質赤字比率 (％) ＝ × 100 

標準財政規模(※)      

 （ 歳出総額  － 歳入総額 ） ＋  翌年度へ繰り越すべき財源  
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２ 連結実質赤字比率 

   公営企業会計を含む本市の全会計を対象とした連結実質赤字比率の算出過程を式で

示すと、次のとおりである。 

 

（単位：千円） 

 

 

              ( 0 ＋ 0 ）－（ 2,299,305 ＋ 8,589,992 ） 

                                 37,513,202 

 

 

①  一般会計及び公営企業（地方公営企業法適用企業・非適用企業をいう。以下同じ。）以外の

特別会計のうち、実質赤字を生じた会計の実質赤字の合計額 

②  公営企業の特別会計のうち、資金の不足額を生じた会計の資金の不足額の合計額 

③  一般会計及び公営企業以外の特別会計のうち、実質黒字を生じた会計の実質黒字の合計額 

④  公営企業の特別会計のうち、資金の剰余額を生じた会計の資金の剰余額の合計額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全会計の実質赤字額 

標準財政規模  

連結実質赤字比率 (％) ＝ 

①   ②          ③            ④ 

× 100 
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＜連結実質赤字比率の算出基礎＞ 

（単位：千円、％、ポイント） 

区    分 令和５年度 令和４年度 増  減 増減率 

①一般会計及び公営企業会計以外   
  の 特 別 会 計 の 実 質 赤 字 額 0 0 0 － 

②公営企業会計の 資金不足額 0 0 0 － 

③公営企業以外の 実質黒字額 2,299,305 2,466,170 △166,865 △6.8 

 一 般 会 計 等 1,799,807 1,943,850 △144,043 △7.4 

介 護 保 険 事 業 特 別 会 計 300,050 383,611 △83,561 △21.8 

国民健康保険事業特別会計 128,039 72,883 55,156 75.7 

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 71,409 65,826 5,583 8.5 

④ 公 営 企 業 会 計 の 剰 余 額 8,589,992 8,718,856 △128,864 △1.5 

 法
適
用
企
業 

下 水 道 事 業 会 計 3,181,181 3,257,988 △76,807 △2.4 

水 道 事 業 会 計 4,665,614 4,691,208 △25,594 △0.5 

交 通 事 業 会 計 707,113 724,161 △17,048 △2.4 

法
非
適
用
企
業 

農業集落排水事業特別会計 0 0 0 － 

中央卸売市場事業特別会計 36,046 45,461 △9,415 △20.7 

地方卸売市場事業特別会計 38 38 0 0.0 

標 準 財 政 規 模 37,513,202 37,081,244 431,958 1.2 

実 際 に 算 出 さ れ る 数 値 △29.02 △30.16 1.14 － 

※  地方公営企業法の全部又は一部を適用している事業を「法適用企業」、地方財政法第 6 条の規

定により事業の経理を行っている公営企業であって、法適用企業以外のものを「法非適用企業」

という。 

 

連結実質赤字比率は、公営企業会計を含む本市の全会計を対象とした実質赤字額又は

資金不足額の程度を指標化したもので、令和５年度の実質収支額等は 10,889,297 千円の

黒字又は資金余剰であり、連結実質赤字は生じず、比率の表示は「－」となる。 

なお、上記の算式による標準財政規模に対する数値は△29.02％となり、前年度に比べ

1.14ポイント悪化している。 
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 ３ 実質公債費比率 

一般会計等が負担する実質公債費比率の算出過程を式で示すと、次のとおりである。 

 

（単位：千円） 

 

 

 

              ( 5,783,850 ＋ 1,981,381 ) － （ 1,745,177 ＋ 5,259,949 ） 

                                37,513,202  －  5,259,949 

 

 

  ※ 準元利償還金 ： 

   ア 満期一括償還の地方債の１年当たりの元金償還金相当額等 

     イ 公営企業債の元利償還金に対する一般会計等の繰出金 

     ウ 一部事務組合等が起こした地方債の元利償還金に対する負担金等 

     エ 債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの 

     オ 一時借入金利子 

   ※ 基準財政需要額算入額 ： 基準財政需要額に算入された地方債の元利償還金・準元利償還金の額 

 

 

 

 （ 地方債の元利償還金 ＋ 準元利償還金(※) ）  

 － （元利償還金に係る特定財源 ＋ 基準財政需要額算入額(※) ） 

実質公債費比率 (％) ＝ 

  ①      ② 

×100 

標準財政規模 － 基準財政需要額算入額 

(令和５年度単年度) 

  

   

    ③ 
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＜実質公債費比率の算出基礎＞ 

（単位：千円、％） 

区      分 令和５年度 令和４年度 令和３年度 

① 地方債の元利償還金＋準元利償還金 7,765,231 7,881,387 7,991,201 

 

一 般 会 計 等 の 元 利 償 還 金 
( 繰 上 償 還 額 等 を 除 く ) 

5,783,850 5,790,786 5,902,942 

満期一括償還地方債の１年当たりの 

元 金 償 還 金 に 相 当 す る も の 
0 0 0 

公営企業に要する経費の財源とする地方債

の償還の財源に充てたと認められる繰入金 
1,908,484 1,976,639 1,973,871 

一部事務組合等の起こした地方債に 
充てたと認められる補助金又は負担金 

68,004 113,463 85,006 

公債費に準ずる債務負担行為に係る支出額 4,893 184 29,382 

一 時 借 入 金 利 子 0 315 0 

② ① に 充 て ら れ る 特 定 財 源 及 び 
 基 準 財 政 需 要 額 算 入 額 

7,005,126 7,051,289 7,160,954 

差  引  額  ①－②  760,105 830,098 830,247 

③ 標 準 財 政 規 模 か ら 基 準 財 政 
   需 要 額 算 入 額 を 差 し 引 い た 額 32,253,253 31,715,771 32,499,585 

単 年 度 比 率 （①－②）／③×100  2.35668 2.61730 2.55464 

実 質 公 債 費 比 率 （ ３ か 年 平 均 ） 2.5 

 

 

実質公債費比率は、一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金等の大きさを 

３か年の平均で指標化したもので、地方債元利償還金等に係る特定財源及び基準財政需

要額算入額を差し引いた償還金などの単年度比率から算出される３か年平均の比率は

2.5％となり、前年度の 2.6％に比べ 0.1ポイント改善し、早期健全化基準の 25.0％を下

回っている。 
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４ 将来負担比率 

一般会計等の将来負担比率の算出過程を式で示すと、次のとおりである。 

 

（単位：千円） 

 

 

 

                101,535,928 － 90,306,095 

                 37,513,202 －  5,259,949 

 

 

 

※  将来負担額 ： 

   ア  一般会計等の当該年度の前年度末における地方債現在高 

   イ  債務負担行為に基づく支出予定額（公債費に準じるもの） 

   ウ  一般会計等以外の会計の地方債の元金償還に充てる一般会計等からの繰入見込額 

   エ  加入組合等の地方債の元金償還に充てる負担等見込額 

   オ  退職手当支給予定額（全職員に対する期末要支給額）のうち、一般会計等の負担見込額 

   カ  設立法人の負債等負担見込額 

   キ  連結実質赤字額 

     ク  加入組合等の連結実質赤字額相当額のうち、一般会計等の負担見込額 

※  充当可能財源等 ＝ 充当可能基金額＋充当可能特定財源見込額＋地方債現在高等に対する 

                 基準財政需要額算入見込額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 将来負担額(※) － 充当可能財源等(※) 

    ①         ② 

標準財政規模 － 基準財政需要額算入額 

③ 

将来負担比率 (％) ＝ × 100 
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＜将来負担比率の算出基礎＞ 

（単位：千円、％、ポイント） 

区      分 令和５年度 令和４年度 増 減 増減率 

① 将 来 負 担 額 101,535,928 101,933,084 △397,156 △0.4 

 
 

一般会計等の地方債現在高 65,299,998 66,250,295 △950,297 △1.4 

債 務 負 担 行 為 に 基 づ く 

支出予定額 
1,876,556 1,560,896 315,660 20.2 

一般会計等以外の特別会計の 

地方債償還金の繰入見込額 
22,858,000 22,865,709 △7,709 △0.0 

一部事務組合等の地方債償還金
の負担等見込額 

273,653 252,370 21,283 8.4 

退職手当支給予定額に係る負担 

見込額 
11,227,721 11,003,814 223,907 2.0 

設立法人の負債等に係る負担 

見込額 
0 0 0 － 

連 結 実 質 赤 字 額 0 0 0 － 

一部事務組合等の連結実質赤字

額に係る負担見込額 
0 0 0 － 

② 充当可能財源等 90,306,095 93,526,841 △3,220,746 △3.4 

差 引 額  ①－②  11,229,833 8,406,243 2,823,590 33.6 

③標準財政規模から基準財政需 

 要額算入額を差し引いた額 
32,253,253 31,715,771 537,482 1.7 

将来負担比率（①－②）／③×100  34.8 26.5 8.3 － 

 

 

   将来負担比率は、将来負担額から充当可能財源等を除いた将来負担すべき実質的な

負債額の程度を指標化したもので、令和５年度における将来負担すべき実質的な負債

額は 11,229,833 千円であり、標準財政規模 37,513,202 千円から基準財政需要額算入

額 5,259,949 千円を差し引いた額 32,253,253 千円に対する比率は 34.8％となり、前

年度に比べ 8.3 ポイント悪化しているものの、早期健全化基準の 350.0％を下回って

いる。 
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Ⅱ 公営企業会計資金不足比率審査意見 

 

（Ⅰ）法適用企業 

 

第１ 審査の対象 

   公営企業会計(法適用)の令和５年度決算に基づく資金不足比率及びその算定の基礎

となる事項を記載した書類 

１ 宇部市下水道事業会計 

２ 宇部市水道事業会計 

３ 宇部市交通事業会計 

 

第２ 審査の期間 

令和６年８月１日から同年８月１９日まで 

 

第３ 審査の着眼点 

資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類が法令に適合し、かつ、

正確であるか。 

 

第４ 審査の方法 

審査に当たっては、宇部市監査基準に準拠し、法令等に照らし、資金不足比率の算

出過程に誤りがないか、算定の基礎となる事項を記載した書類が適正に作成されてい

るかに主眼を置き、関係部局から説明を求めるとともに、参考書類と照合精査して審

査した。 

 

第５ 審査の結果 

審査に付された資金不足比率については、いずれも正確に算定され、その算定の基

礎となる事項を記載した書類は、適正に作成されているものと認められた。 

令和５年度の資金不足比率は次のとおりで、各公営企業とも資金不足額はない。 

                                   （単位：％） 

会  計  名 

資 金 不 足 比 率 

経営健全化基準 

令和５年度 令和４年度 

下 水 道 事 業 会 計 － － 

20.0 水 道 事 業 会 計 － － 

交 通 事 業 会 計 － － 

※ 比率の「－」は資金不足額がないことを表す。 
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第６ 審 査 意 見 

   資金不足比率は、公営企業の資金不足額が事業規模に占める割合を指標化したもの

であり、各公営企業会計(法適用)においては、いずれも資金不足はなく、比率の表示

は「－」となり、良好な状態にあると認められる。 

 

第７ 審査の概要 

   資金不足比率の算出過程を式で示すと、次のとおりである。 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資金不足比率 (％) ＝ 
資金の不足額（※） 

事業の規模（※） 

× 100 

 ※ 資金の不足額 ＝ { 流動負債 － （ 控除企業債等 ＋ 控除未払金等 ＋ 控除額 ＋  

ＰＦＩ建設事業費等 ） } ＋ 建設改良費等以外の経費の財源に充てるために 

起こした地方債の現在高 － （ 流動資産 － 翌年度へ繰り越される支出の 

財源充当額 ） － 解消可能資金不足額 

 

 

  

               

 ※ 事 業 の規 模 ＝ 営業収益の額 （指定管理者の利用料金収入の額を含む[該当会計のみ] ） 

 － 受託工事収益の額 
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 ＜資金不足比率の算出基礎＞ 

１ 下水道事業会計  

                               （単位：千円、％） 

区    分 令和５年度 令和４年度 増  減 増減率 内  容 

① 流動負債－企業債 818,967 384,478 434,489 113.0  

流 動 負 債 3,450,891 2,989,645 461,246 15.4  

 

企 業 債 2,631,924 2,605,167 26,757 1.0 建設改良費等企業債 

引 当 金 36,189 38,531 △2,342 △6.1 
賞与引当金、     

法定福利費引当金 

未 払 金 738,349 314,792 423,557 134.6 
企業債償還金、委託料、

工事請負費等 

預 り 金 44,429 31,155 13,274 42.6 一般会計からの補助金等 

② 流 動 資 産  4,044,239 4,368,501 △324,262 △7.4  

 

現 金 預 金 3,398,286 3,101,689 296,597 9.6  

未 収 金 528,089 543,539 △15,450 △2.8 未収水道汚水使用料等 

貸 倒 引 当 金 △11,932 △12,764 832 － 回収不能見込額 

前 払 費 用 186 232 △46 △19.8 自動車損害賠償保険料 

前 払 金 129,609 735,805 △606,196 △82.4 繰越工事前払金 

③ 翌年度へ繰り越される 

支出の財源充当額 
44,091 726,035 △681,944 △93.9  

資金の不足額 

①－(②－③) 
△3,181,181 △3,257,988 76,807 2.4  

営 業 収 益 2,970,453 2,971,665 △1,212 △0.0  

受 託 工 事 収 益 0 0 0 －  

事 業 の 規 模 2,970,453 2,971,665 △1,212 △0.0 営業収益－受託工事収益 

資 金 不 足 比 率 － －    

※ 資金の不足額が△（負数）の場合は、資金剰余額を表す。 

 

流動負債に加えるべき建設改良費等以外の経費の財源に充てるため起こした地方債

はなく、資金不足はないことから、比率の表示は「－」となる。 
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 ２ 水道事業会計 

                               （単位：千円、％） 

区    分 令和５年度 令和４年度 増 減 増減率 内  容 

① 流動負債－企業債 982,810 818,472 164,338 20.1  

流 動 負 債 1,617,054 1,448,649 168,405 11.6  

 

企 業 債 634,244 630,177 4,067 0.6 建設改良費等企業債 

引 当 金 74,801 71,396 3,405 4.8 
賞与引当金、   

法定福利費引当金 

未 払 金 644,867 464,456 180,411 38.8 
工事未払金、 

諸未払金等 

未 払 費 用 46,908 54,530 △7,622 △14.0 委託料等 

預 り 金 216,234 228,091 △11,857 △5.2 
下水道使用料預り金、

預り保証金等 

② 流 動 資 産 5,648,424 5,509,680 138,744 2.5  

 

現 金 預 金 5,157,942 4,878,623 279,319 5.7  

未 収 金 429,446 429,183 263 0.1 
未収給水収益、 

未収工事負担金等 

貸 倒 引 当 金 △2,651 △3,108 457 － 回収不能見込額 

有 価 証 券 270 270 0 0.0 
収納取扱金融機関保

証金 

貯 蔵 品 26,201 25,769 432 1.7 
配水管、薬品、   

量水器、再用品等 

前 払 費 用 256 357 △101 △28.3 自動車損害賠償保険料 

 前 払 金 36,961 178,586 △141,625 △79.3 繰越工事前払金 

③ 翌年度へ繰り越される 

  支出の財源充当額  
0 0 0 －  

資金の不足額 

①－(②－③) 
△4,665,614 △4,691,208 25,594 0.5  

営 業 収 益 2,853,845 3,132,177 △278,332 △8.9  

受 託 工 事 収 益 0 0 0 －  

事 業 の 規 模 2,853,845 3,132,177 △278,332 △8.9 営業収益－受託工事収益 

資 金 不 足 比 率 － －    

※ 資金の不足額が△（負数）の場合は、資金剰余額を表す。 

 

流動負債に加えるべき建設改良費等以外の経費の財源に充てるため起こした地方債

はなく、資金不足はないことから、比率の表示は「－」となる。 
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３ 交通事業会計 

                               （単位：千円、％） 

区    分 令和５年度 令和４年度 増  減 増減率 内  容 

① 流動負債－企業債 119,180 83,676 35,504 42.4  

流 動 負 債 137,896 98,677 39,219 39.7  

 企 業 債 18,716 15,001 3,715 24.8 建設改良費等企業債 

 

引 当 金 17,545 15,825 1,720 10.9 
賞与引当金、 

法定福利費引当金 

未 払 金 93,555 61,935 31,620 51.1 
諸給与費、諸手数料、 

燃料・バス整備費等 

前 受 金 156 111 45 40.5 貸切収入等 

預 り 金 7,924 5,804 2,120 36.5 
所得税、 

ＩＣカードチャージ金額等 

② 流 動 資 産 826,293 807,837 18,456 2.3  

 

現 金 預 金 750,760 534,215 216,545 40.5  

未 収 金 71,837 268,912 △197,075 △73.3 
保険金、 

他会計からの補助金等 

貸 倒 引 当 金 △1,089 △210 △879 － 回収不能見込額 

貯 蔵 品 2,316 2,227 89 4.0 軽油、タイヤ・チューブ等 

前 払 費 用 1,631 1,902 △271 △14.2 自動車損害賠償等保険料 

立 替 金 837 792 45 5.7 
車内販売用ＩＣカード発行

代金等 

③ 翌年度へ繰り越される 

支出の財源充当額  
0 0 0 －  

資金の不足額 

①－(②－③) 
△707,113 △724,161 17,048 2.4  

営 業 収 益 444,752 423,400 21,352 5.0  

受 託 工 事 収 益 0 0 0 －  

事 業 の 規 模 444,752 423,400 21,352 5.0 営業収益－受託工事収益 

資 金 不 足 比 率 － －    

※ 資金の不足額が△（負数）の場合は、資金剰余額を表す。 

 

流動負債に加えるべき建設改良費等以外の経費の財源に充てるため起こした地方債

はなく、資金不足はないことから、比率の表示は「－」となる。 
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（Ⅱ）法非適用企業 

 

第１ 審査の対象 

   公営企業会計(法非適用)の令和５年度決算に基づく資金不足比率及びその算定の基

礎となる事項を記載した書類 

１ 宇部市農業集落排水事業特別会計 

２ 宇部市中央卸売市場事業特別会計 

３ 宇部市地方卸売市場事業特別会計 

 

第２ 審査の期間 

令和６年８月１日から同年８月１９日まで 

 

第３ 審査の着眼点 

資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類が法令に適合し、かつ、

正確であるか。 

 

第４ 審査の方法 

審査に当たっては、宇部市監査基準に準拠し、法令等に照らし、資金不足比率の算

出過程に誤りがないか、算定の基礎となる事項を記載した書類が適正に作成されてい

るかに主眼を置き、関係部局から説明を求めるとともに、参考書類と照合精査して審

査した。 

 

第５ 審査の結果 

審査に付された資金不足比率については、いずれも正確に算定され、その算定の基

礎となる事項を記載した書類は、適正に作成されているものと認められた。 

   令和５年度の資金不足比率は次のとおりで、各特別会計とも資金不足額はない。 

                                   （単位：％） 

会  計  名 

資 金 不 足 比 率 

経営健全化基準 

令和５年度 令和４年度 

農業集落排水事業特別会計 － －  

20.0 中央卸売市場事業特別会計 － － 

地方卸売市場事業特別会計 － － 

※ 比率の「－」は資金不足額がないことを表す。 
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第６ 審 査 意 見 

   資金不足比率は、公営企業の資金不足額が事業規模に占める割合を指標化したもの

であり、各公営企業会計(法非適用)においては、いずれも収支が保たれており、資金

不足は生じず、比率の表示は「－」となり、良好な状態にあると認められる。 

 

第７ 審査の概要 

   資金不足比率の算出過程を式で示すと、次のとおりである。 

 

 

 ＜資金不足比率の算出基礎＞ 

 

１ 農業集落排水事業特別会計 

                            （単位：千円、％） 

区    分 令和５年度 令和４年度 増  減 増減率 

歳 入 総 額 333,481 338,661 △5,180 △1.5 

歳 出 総 額 333,477 338,608 △5,131 △1.5 

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源 4 53 △49 △92.5 

実 質 収 支 額 0 0 0 － 

営業収益に相当する収入の額 20,203 21,080 △877 △4.2 

受託工事収益に相当する収入の額 0 0 0 － 

事 業 の 規 模 20,203 21,080 △877 △4.2 

資 金 不 足 比 率 － －   

   

歳入歳出差引額は 4 千円であり、翌年度に繰り越すべき財源として同額が繰り越さ

れ、建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こした地方債もないことから、

資金不足はなく、比率の表示は「－」となる。 

  

 

 

 

 

※ 資金の不足額 ＝ （実質赤字額 ＋ 建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こした地方 

債の現在高） － 解消可能資金不足額 

 

※ 事 業 の規 模 ＝ 営業収益に相当する収入の額 (指定管理者の利用料金収入の額を含む[該当会計のみ]) 

－ 受託工事収益に相当する収入の額 

資金不足比率 (％) ＝ 

資金の不足額（※） 

事業の規模（※） 

× 100 
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２ 中央卸売市場事業特別会計  

                               （単位：千円、％） 

区    分 令和５年度 令和４年度 増  減 増減率 

歳 入 総 額 162,397 182,298 △19,901 △10.9 

歳 出 総 額 116,132 136,837 △20,705 △15.1 

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源 10,219 0 10,219 皆増 

実 質 収 支 額 36,046 45,461 △9,415 △20.7 

営業収益に相当する収入の額 61,731 63,176 △1,445 △2.3 

受託工事収益に相当する収入の額 0 0 0 － 

事 業 の 規 模 61,731 63,176 △1,445 △2.3 

資 金 不 足 比 率 － －   

   

実質収支額は 36,046 千円であり、建設改良費等以外の経費の財源に充てるために 

起こした地方債もないことから、資金不足はなく、比率の表示は「－」となる。  

 

３ 地方卸売市場事業特別会計 

                               （単位：千円、％） 

区    分 令和５年度 令和４年度 増  減 増減率 

歳 入 総 額 9,294 8,027 1,267 15.8 

歳 出 総 額 9,256 7,989 1,267 15.9 

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源 0 0 0 － 

実 質 収 支 額 38 38 0 0.0 

営業収益に相当する収入の額 7,622 7,820 △198 △2.5 

 (うち指定管理者の利用料金収入の額) (7,622) (7,820) (△198) (△2.5) 

受託工事収益に相当する収入の額 0 0 0 － 

事 業 の 規 模 7,622 7,820 △198 △2.5 

資 金 不 足 比 率 － －   

   

実質収支額は 38千円であり、建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こし

た地方債もないことから、資金不足はなく、比率の表示は「－」となる。 

 

 



＜資料＞

宇　　　部　　　市

一 般 会 計 一
般
会
計
等特 別 会 計

（該当なし。令和４年
度は公共用地造成）

国 民 健 康 保 険

後 期 高 齢 者 医 療

農 業 集 落 排 水
法
非
適
用

公
営
企
業
会
計

中 央 卸 売 市 場

地 方 卸 売 市 場

下 水 道

法
適
用

介 護 保 険 公
営
事
業
会
計

水 道

交 通

一部事務組合・広域連合

山 口 県 市 町 総 合 事 務 組 合

宇部・山陽小野田消防組合

山口県後期高齢者医療広域連合

地方公社・第三セクター等

（該当なし）
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実
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赤
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比
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連
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実
質
赤
字
比
率

実
質
公
債
費
比
率

健全化判断比率・資金不足比率の対象となる会計及び団体

将
来
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比
率

資
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不
足
比
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（
会
計
別
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